
令 和 ７ 年 第 １ 回

八 潮 市 議 会 定 例 会

条  例  案  の  概  要

令和７年２月２７日招集
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議案第２１号

八潮市犯罪被害者等支援条例

１ 趣 旨

  犯罪被害者等基本法の趣旨にのっとり、犯罪被害者等の支援に係る基本理

念並びに市、市民等及び事業者の責務等を定めることにより、市の犯罪被害

者等の支援体制の整備を図るための制定

２ 内 容

⑴ 目的（第１条）

この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号。以下「法」

という。）の趣旨にのっとり、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、

並びに市、市民等及び事業者の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者

等の支援に関する施策の基本となる事項を定め、当該施策を総合的かつ計

画的に推進することにより、犯罪被害者等の権利利益の保護並びに被害の

軽減及び回復を図り、もって犯罪被害者等が安心して暮らすことができる

地域社会の実現に寄与することを目的とする。

⑵ 定義（第２条）

① 犯罪等 法第２条第１項に規定する犯罪等をいう。

② 犯罪被害者等 法第２条第２項に規定する犯罪被害者等をいう。

③ 二次的被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、風評、誹
ひ

謗
ぼ う

中傷、報道機関（報道を業として行う個人を含む。）による過度な取材等

により、犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、身体の不調、プライバシ

ーの侵害その他の被害をいう。

④ 関係機関等 国、埼玉県その他の関係機関及び犯罪被害者等の支援を

行う民間の団体その他の犯罪被害者等の支援に関係するものをいう。

⑤ 市民等 市内に住む者又は市内で働く者、学ぶ者若しくは市内におい

て活動を行う個人若しくは団体をいう。

⑥ 事業者 市内において事業を行う個人又は法人その他の団体をいう。

⑶ 基本理念（第３条）

① 全ての犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわ

しい処遇を保障される権利を有する。

② 犯罪被害者等の支援は、被害の状況及び原因、二次的被害の状況等の

犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応じて適切に行われな

ければならない。

③ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平

穏な生活を営むことができるようになるまでの間、途切れることなく受
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けることができるようにしなければならない。

⑷ 市の責務（第４条）

① 市は、⑶に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

関係機関等との適切な役割分担を踏まえて、犯罪被害者等の支援に関す

る施策を策定し、及び実施するものとする。

② 市は、①の施策を円滑に実施することができるよう関係機関等と相互

に連携及び協力を図るものとする。

⑸ 市民等の責務（第５条）

市民等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び

犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を深め、二次的被害が生ずる

ことのないよう十分配慮するとともに、市及び関係機関等が行う犯罪被害

者等の支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。

⑹ 事業者の責務（第６条）

① 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及

び犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を深め、事業を行うに当

たっては、二次的被害が生ずることのないよう十分配慮するとともに、

市及び関係機関等が行う犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。

② 事業者は、犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すために必要な各種の

手続に適切に関与することができるよう、犯罪被害者等の就労及び勤務

について十分配慮するよう努めるものとする。

⑺ 相談及び情報の提供等（第７条）

① 市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができ

るよう、犯罪被害者等が直面している問題について相談に応じ、必要な

情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡及び調整を行

うものとする。

② 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談に応じるとともに、必要な情

報の提供及び助言を総合的に行うための窓口を設置するものとする。

⑻ 見舞金の支給（第８条）

① 市は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減を図るため、

犯罪被害者等に対し、見舞金の支給を行うものとする。

② 見舞金の支給の対象となる者、見舞金の額その他見舞金の支給に関し

必要な事項は、規則で定める。

⑼ 日常生活の支援（第９条）

市は、犯罪被害者等が早期かつ円滑に平穏な日常生活を営むことができ

るよう必要な施策を講ずるものとする。

⑽ 安全の確保（第１０条）

市は、犯罪被害者等が更なる犯罪等による被害又は二次的被害を受ける

ことを防止し、その安全を確保するため、犯罪被害者等に係る個人情報の
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適切な取扱いの確保その他の必要な施策を講ずるものとする。

⑾ 市民等及び事業者の理解の増進（第１１条）

市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができ、

かつ、二次的被害を受けることのないよう、犯罪被害者等が置かれている

状況及び犯罪被害者等の支援の必要性について市民等及び事業者の理解を

深めるため、情報の提供、啓発活動その他の必要な施策を講ずるものとす

る。

⑿ 人材の育成（第１２条）

市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯罪被害者等の支援を担

う人材を育成するための研修の実施その他の必要な施策を講ずるものとす

る。

⒀ 委任（第１３条）

この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

３ 施行期日等

⑴ 施行期日

令和７年４月１日

⑵ 経過措置

見舞金に係る規定は、施行日以後に行われた犯罪等により被害を受けた

者について適用する。
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議案第２２号 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 
１ 趣 旨 
  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例の整理をするための

改正 
 
２ 内 容 
  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例を整理する。 
 ⑴ 懲役及び禁錮が廃止され、拘禁刑が創設されることに伴う整理 
     現行   改正後 
     懲役 → 拘禁刑 

禁錮
こ

 → 拘禁刑 
 ⑵ 改正の対象となる条例 

   ① 八潮市職員の給与に関する条例 
   ② 市長等の給与等に関する条例 
   ③ 八潮市公害防止条例 
   ④ 八潮市土砂等のたい積及び投棄の規制に関する条例 
   ⑤ 八潮市みんなでつくる美しいまちづくり条例 
   ⑥ 八潮市個人情報保護法施行条例 

 
３ 施行期日等 
 ⑴ 施行期日 
   令和７年６月１日 
 ⑵ 経過措置 

所要の措置を設ける。 
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議案第２３号 

八潮市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

 
１ 趣 旨 
  国家公務員の人事院勧告を踏まえ、時間外勤務の免除の対象となる子の範

囲の拡大、子の看護休暇の見直し及び仕事と介護の両立支援制度を利用しや

すい勤務環境の整備をするための改正 
 
２ 内 容 
 ⑴ 時間外勤務の免除について、対象となる子の範囲を拡大する。（第８条の

３関係） 

      現 行            改正後 

    ３歳に満たない子 → 小学校就学の始期に達するまでの子 

 ⑵ 子の看護休暇について、対象となる子の範囲及び取得事由を拡大する。

（第１４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ⑶ 仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい勤務環境を整備する。（第１５

条の３、第１５条の４関係） 
   ・職員が家族の介護に直面した旨を申し出た場合の仕事と介護の両立支 

援制度等の個別の周知・意向確認 
・職員への仕事と介護の両立支援制度等に関する早期の情報提供 
・職場環境の整備（研修等の開催、相談窓口の設置等） 

 
３ 施行期日 
  令和７年４月１日 

 

 現 行 改正後 

対象となる

子の範囲 

小学校就学の始期に達するまで

の子 

９歳に達する日以後の最初の３

月３１日までの間にある子 

取得事由 

①負傷・疾病 

②予防接種・健康診断 

①負傷・疾病 

②予防接種・健康診断 

③感染症に伴う学級閉鎖等 

④教育又は保育に係る行事参加 
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議案第２４号

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例

１ 趣 旨

  下水道事業審議会の副会長の報酬及び費用弁償の額を定めるための改正

２ 内 容

  副会長の報酬及び費用弁償の額

３ 施行期日

  令和７年４月１日

職名 報酬 費用弁償

下水道事業審議会 副会長 日額 ６，０００円 １日につき １，０００円
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議案第２５号

議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例

１ 趣 旨

  議会の議員の報酬月額を改定するための改正

２ 内 容

  報酬月額の改定

現 行 改定後 

議 長 ４５５，０００円 ４６０，０００円 

副 議 長 ４１５，０００円 ４２０，０００円 

常 任 委 員 長 ４００，０００円 ４０５，０００円

議会運営委員長 ４００，０００円 ４０５，０００円

議 員 ３９５，０００円 ４００，０００円 

３ 施行期日

  令和７年４月１日
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議案第２６号 

八潮市長等給料特例条例の一部を改正する条例 

 
１ 趣 旨 
  市長、副市長及び教育長の給料月額を減額する特例を市長の退職日まで延

長するための改正 
 
２ 内 容 
  市長、副市長及び教育長の給料月額を減額する特例を市長の退職日まで延

長する。   

 
給料月額 

年間減額 減額率 
減額前 減額後 

市 長 905,000円 724,000円 

1,495,060円 

給  料  995,500円 

期末手当  499,560円 

20％ 

副市長 775,000円 697,500円 

 640,150円 

給  料  426,250円 

期末手当  213,900円 

10％ 

教育長 725,000円 688,750円 

 299,425円 

給  料  199,375円 

期末手当  100,050円 

5％ 

計 2,434,635円  

  ※ 期末手当の額は、２．３月として計算（給料月額に２０％加算措置あり） 

    ※ 市長の任期が９月１５日までのため、９月分は日割で計算 

 
３ 施行期日 
  公布の日 
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議案第２７号 
八潮市職員の給与に関する条例及び八潮市職員の定年等に関する条例等の一

部を改正する等の条例の一部を改正する条例 
 
１ 趣 旨 
  国家公務員の人事院勧告を考慮し、職員の手当等を改定する等するための

改正 
 
２ 内 容 
⑴ 扶養手当の改定（第８条関係） 

扶養手当の月額を令和７年度及び令和８年度の２年間で段階的に次のと 

おり改定する。 

扶養親族 現行 
改定後 

令和７年度 令和８年度 

配偶者 
７級以下 ６，５００円 ３，０００円 

０円 
８級 ３，５００円 ０円 

子（１人当たり） １０，０００円 １１，５００円 １３，０００円 

 ⑵ 通勤手当の改定（第１０条関係） 

支給限度額を１月あたり５５，０００円から１５万円に引き上げるとと 
もに、新幹線等の特別料金も支給限度額の範囲内で全額支給する。 

 ⑶ 単身赴任手当の支給対象者の拡大（第１０条の２関係） 

新規採用職員についても支給を可能とする。 
⑷ 管理職員特別勤務手当の支給対象となる勤務時間帯の拡大（第１７条の 

７関係） 

平日深夜に係る支給対象となる勤務時間帯を拡大する。 
現 行             改正後 

  午前０時から午前５時まで → 午後１０時から午前５時まで 
⑸ 住居手当の支給対象者の拡大（第１７条の１０関係） 

定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員についても支給を可能

とする。 
 ⑹ 給料表の改定（別表第１関係） 
   給料表上の一部の職務の級において、それぞれの職務の級の初号近辺 

の号給を削り、新たに初号となる号給の額を引き上げる。 
 ⑺ 規定の整備 
 
３ 施行期日 
  令和７年４月１日 
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議案第２８号

八潮市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

１ 趣 旨

  地方税法施行令の一部改正を踏まえ国民健康保険税の賦課限度額を改定

し、及び国民健康保険税の税率等を改定するための改正

２ 内 容

⑴ 賦課限度額の改定（第２条、第２０条関係）

賦課限度額を次のとおり改定する。

現 行 改定後 

基礎課税額（医療給付費分） ６５万円 → 改定なし

後期高齢者支援金等課税額  ２２万円 → ２４万円

介護納付金課税額 １７万円 → 改定なし

⑵ 所得割率の改定（第５条、第７条関係）

所得割率を次のとおり改定する。

現 行 改定後 

基礎課税額（医療給付費分） ７．８％ → 改定なし

後期高齢者支援金等課税額  ２．２％ → ２．５％

介護納付金課税額 ２．６％ → ２．３％

⑶ 均等割額の改定（第４条、第６条、第８条関係）

均等割額を次のとおり改定する。

現 行 改定後

  基礎課税額（医療給付費分） ２８，０００円 → ３５，０００円

後期高齢者支援金等課税額  １３，０００円 → １５，０００円

介護納付金課税額 １３，０００円 → １４，０００円

３ 施行期日等

⑴ 施行期日

令和７年４月１日

⑵ 適用区分

改正後の規定は、令和７年度以後の年度分の国民健康保険税について適

用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例によ

る。
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議案第２９号

八潮市手数料条例の一部を改正する条例

１ 趣 旨

  脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律等の一部改正に伴い、確認申請手数料等の額を改定する等するため

の改正

２ 内 容

⑴ 手数料の新設、変更等

① 建築基準法関係

手数料の種類 現 行 改正後 

建築物の確認申請手

数料 

床面積の合計が

３０㎡超１００

㎡以内の場合 

１４，０００円 ２０，０００円 

建築物の完了検査申

請手数料 
１７，０００円 ２４，０００円 

建築設備の確認申請手数料（新設） 昇降機１基ごとに１４，０００円 

建築設備の完了検査申請手数料（新設） 昇降機１基ごとに１７，０００円 

仮使用認定申請手数料（新設） １２０，０００円 

既存建築物の大規模修繕等の接道又は道

路内の建築制限の緩和に関する認定申請

手数料（新設） 

２７，０００円 

② 長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係

手数料の種類 現 行 改正後 

長期優良住宅

建築等計画等

認定申請手数

料 

面積区分の変更 

共 同 住 宅 等 の  

床面積の合計が

５００㎡以内の

もの 

共 同 住 宅 等 の 

床面積の合計が

３００㎡以内の

もの 

建築物等の確認申請を

併せて行う場合の手数

料の合算範囲の変更 

建築物の確認申

請手数料と合算 

建築物若しくは

昇降機の確認申

請手数料又は建

築物エネルギー

消費性能適合性

判定のただし書

（以下「仕様基

準」という。）を

適用する場合の
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建築基準法の確

認申請手数料に

加算する額と合

算 

③ 都市の低炭素化の促進に関する法律関係

手数料の種類 現 行 改正後 

低炭素建築物

新築等計画認

定申請手数料 

仕様基準及び計算併用

法によるもの（新設） 

２９，０００円 

（床面積の合計が２００㎡未満の 

一戸建て住宅の場合） 

面積区分の変更 

床面積の合計が 

５００㎡以内の

もの 

床面積の合計が 

３００㎡以内の

もの 

建築物等の確認申請を

併せて行う場合の手数

料の合算範囲の変更 

建築物の確認申

請手数料と合算 

建築物若しくは

昇降機の確認申

請手数料又は仕

様基準を適用す

る場合の建築基

準法の確認申請

手数料に加算す

る額と合算 

④ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係

手数料の種類 現 行 改正後 

仕様基準を適用する場合の建築基準法

の確認申請手数料に加算する額（新設） 

１４，０００円 

（床面積の合計が２００㎡未満の一

戸建て住宅の場合） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定

手数料（新設） 

５，０００円 

（一戸建て住宅の場合） 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料 

仕様基準及び計算併用

法によるもの（新設） 

２９，０００円 

（床面積の合計が２００㎡未満の 

一戸建て住宅の場合） 

建築物等の確認申請を

併せて行う場合の手数

料の合算範囲の変更 

建築物の確認申

請手数料と合算 

建築物若しくは

昇降機の確認申

請手数料又は仕

様基準を適用す

る場合の建築基

準法の確認申請

手数料に加算す

る額と合算 

資料４
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建築物エネルギー消費性能適合確認を

要する場合の建築基準法の完了検査申

請手数料に加算する額（新設） 

５，０００円 

（床面積の合計が３０㎡超 

１００㎡以内の場合） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定

変更手数料及び建築物エネルギー消費

性能確保計画軽微変更該当証明書交付

申請手数料（新設） 

２，５００円 

（一戸建て住宅の場合） 

各手数料算定における面積区分の変更 

床面積の合計が

５００㎡以内の

もの 

床面積の合計が

３００㎡以内の

もの 

建築物エネルギー消費性能認定申請手

数料 
（削除） 

⑵ 規定の整備

３ 施行期日等

⑴ 施行期日

令和７年４月１日

⑵ 経過措置

所要の措置を設ける。

資料４
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議案第３０号

八潮市地域型保育事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例

１ 趣 旨 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、地域型

保育事業者における連携施設の確保の見直しをする等するための改正 

２ 内 容 

⑴ 地域型保育事業者における連携施設の確保の見直し（第６条関係）

保育内容支援及び代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困難で

あると認める場合であって、一定の要件を満たすと認めるときは、それぞ

れの連携施設を確保しないこととすることができるようにする。 

⑵ 栄養士制度の改正に伴う規定の整備（第１６条関係）

現 行      改正後 

栄養士 → 栄養士又は管理栄養士 

⑶ 連携施設の確保に係る経過措置期間の延長（附則第４項関係）

地域型保育事業者が連携施設を確保しないこととすることができる期間

を５年間延長する。 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日

資料４
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議案第３１号

八潮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例

１ 趣 旨

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支

援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、特定地域型保育事業者にお

ける連携施設の確保の見直しをする等するための改正

２ 内 容

⑴ 重要事項の書面掲示の見直し（第２３条関係）

重要事項を書面で掲示することに加えて、インターネットを利用して公

衆の閲覧に供することを義務付けることとする。

⑵ 特定地域型保育事業者における連携施設の確保の見直し（第４２条関係） 
保育内容支援及び代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困難で

あると認める場合であって、一定の要件を満たすと認めるときは、それぞ

れの連携施設を確保しないこととすることができるようにする。

⑶ 電磁的記録の作成等（第５４条関係）

特定教育・保育施設等が書面により行うこととされている記録の作成、

交付等について、電磁的方法により行うことができるようにする。

⑷ 連携施設の確保に係る経過措置期間の延長（附則第５項関係）

特定地域型保育事業者が連携施設を確保しないこととすることができる

期間を５年間延長する。 

３ 施行期日

  令和７年４月１日。ただし、２⑴及び２⑶は、公布の日

資料４
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議案第３２号

八潮市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例

１ 趣 旨 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令に

よる指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一

部改正に伴う改正 

２ 内 容 

栄養士制度の改正に伴う規定の整備 

現 行       改正後 

栄養士 → 栄養士若しくは管理栄養士 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日

資料４
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議案第３３号

八潮市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

１ 趣 旨

 介護保険法施行規則の一部改正に伴い、地域包括支援センターにおける職

員配置の基準の柔軟化を可能とするための改正

２ 内 容

⑴ 地域包括支援センターにおける職員配置の柔軟化（第４条関係）

① 地域包括支援センターに置くべき常勤の職員の員数について、地域包

括支援センター運営協議会が必要と認めるときは、常勤換算方法による

ことができることとする。

② 現行の職員の配置基準にかかわらず、地域包括支援センター運営協議

会が地域包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複

数圏域ごとの第１号被保険者の数を合算し、その人数に応じた常勤の３

職種（保健師、社会福祉士及び主任介護支援専門員）の職員を当該複数

圏域内の個々の地域包括支援センターに振り分けて配置することによっ

て、当該地域包括支援センターが職員配置基準を満たすことができるこ

ととする。

⑵ 規定の整備

３ 施行期日

公布の日

資料４
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議案第３４号 
八潮市勤労者福祉・スポーツセンター設置及び管理条例の一部を改正する条

例 
 
１ 趣 旨 
  八潮市勤労者福祉・スポーツセンターの施設の利用を市民等に限定する特

例措置の期間を延長するための改正 

 
２ 内 容 
  施設の利用を市民等に限定する特例措置の期間を当分の間延長する。 
  
３ 施行期日 

公布の日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料４
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議案第３５号

八潮市下水道条例の一部を改正する条例

１ 趣 旨

  下水道法施行令の一部改正を踏まえ、規定の整備をするための改正

２ 内 容

  測定技術の向上により、大腸菌群数よりも正確な指標である大腸菌数を測

定することができるようになったことを踏まえた規定の整備

現 行    改正後

  大腸菌群数 → 大腸菌数

３ 施行期日

  令和７年４月１日

資料４




